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資料２－１ 

市町村議会の現状(参考資料) 

令和元年 8 月 30 日 

全国市議会議長会 

 

全国８１５市区の人口及び面積分布 

全国 815 市区は、人口では、約 370 万人を超える横浜市から人口約 3,300 人

余りの北海道歌志内市まで、面積では 2,100 ㎢を超える岐阜県高山市からわず

か 5㎢の埼玉県蕨市まで、分布は大きく広がっている。 

 

 
※全国市議会議長会調べ 
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* 人口は、指定時における国勢調査に基づくもの。 

*1 H8.4.1に中核市に移行した新潟市及び浜松市は、H19.4.1に政令指定都市に移行したため、累計から除いている。 

*2 H8.4.1に中核市に移行した富山市は、H17.4.1に6町村と新設合併し、廃されたため、累計から除いている。 

*3 H8.4.1に中核市に移行した静岡市は、H15.4.1に清水市と新設合併し、廃されたため、累計から除いている。   

H15.4.1に中核市に再指定された静岡市は、H17.4.1に政令指定都市に移行したため、累計から除いている。 

*4 H8.4.1に中核市に移行した堺市は、H18.4.1に政令指定都市に移行したため、累計から除いている。 

*5 H8.4.1に中核市に移行した岡山市は、H21.4.1に政令指定都市に移行したため、累計から除いている。 

*6 H15.4.1に中核市に移行した相模原市は、H22.4.1に政令指定都市に移行したため、累計から除いている。 

*7 H8.4.1に中核市に移行した熊本市は、H24.4.1に政令指定都市に移行したため、累計から除いている。 

** 境界が確定している部分の面積を記載 
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市町村合併・行政改革に伴う地方公共団体の財政負担額 

「平成の大合併」により、全国の市町村数は、平成 11 年 3 月末の 3,232 団体

から平成 22 年 3 月末には 1,727 団体へと大きく減少した。 

平成の大合併が本格化する前の平成 10 年度と、市町村合併が一段落した平成

19 年度を比較すると、市町村の議員数は、24,185 人減少し、議員報酬手当も約

1,100 億円削減されている。 

市町村の行政改革に伴う議員定数の削減や議員報酬の引下げ等もあり、平成

10年度から平成29年度までの累積で約1兆 5,000億円の財政負担軽減が図られ

ている。 

 

市町村合併・行革に伴う地方公共団体の財政負担軽減額 
  

年度末団体数 
※東京 23 特別
区を含む 

市区町村議会議員数 

議員報酬手当 
（議員報酬＋期末手当） 

  平成 10 年度との差 

平成 10 年度 3,255 市町村 
60,004 人 

(市 19,613 人＋町 40,391 人) 3,298 億円 － 

平成 18 年度 1,827 市町村 39,711 人 
(市 24,170 人＋町 15,541 人) 

2,425 億円 ▲873 億円 

平成 19 年度 1,816 市町村 35,819 人 
(市 22,142 人＋町 13,677 人) 

2,204 億円 ▲1,094 億円 

平成 20 年度 1,800 市町村 
35,025 人 

(市 21,766 人＋町 13,259 人) 2,181 億円 ▲1,117 億円 

平成 21 年度 1,750 市町村 
33,614 人 

(市 21,337 人＋町 12,277 人) 2,090 億円 ▲1,208 億円 

平成 22 年度 1,750 市町村 
32,890 人 

(市 20,863 人＋町 12,027 人) 2,014 億円 ▲1,284 億円 

平成 23 年度 1,742 市町村 
32,686 人 

(市 20,727 人＋町 11,959 人) 1,971 億円 ▲1,327 億円 

平成 24 年度 1,742 市町村 31,988 人 
(市 20,326 人＋町 11,662 人) 

1,944 億円 ▲1,354 億円 

平成 25 年度 1,742 市町村 
31,622 人 

(市 20,091 人＋町 11,531 人) 1,901 億円 ▲1,397 億円 

平成 26 年度 1,741 市町村 
31,165 人 

(市 19,829 人＋町 11,336 人) 1,905 億円 ▲1,393 億円 

平成 27 年度 1,741 市町村 30,522 人 
(市 19,354 人＋町 11,168 人) 

1,884 億円 ▲1,414 億円 

平成 28 年度 1,741 市町村 30,434 人 
(市 19,311 人＋町 11,123 人) 

1,897 億円 ▲1,401 億円 

平成 29 年度 1,741 市町村 30,261 人 
(市 19,209 人＋町 11,052 人) 

1,893 億円 ▲1,405 億円 

平成 10 年度と
29 年度の差 

▲1,514 市町村 ▲29,743 人 ▲1,405 億円   

 

議員報酬手当の平成 10 年度との差の合計額 ▲1 兆 5,267 億円 

          

(注 1)「平成の大合併」が始まる前の平成 10 年度と、平成 18 年度以降の状況を比較 

(注 2)団体数の市には、東京 23 特別区を含む 

(注 3)平成 10 年度と 18 年度の議員報酬手当は、総務省の「地方財政統計年報」に基づく 

(注 4)平成 19 年度以降の議員報酬手当は、総務省の「市町村別決算状況調」に基づく 
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議会費・議員報酬等の推移（市町村） 

「平成の大合併」が一段落した平成 19 年度と、地方議会議員年金制度が廃止

となった平成 23 年度以降の議会費をみると、あまり減少していない（平成 19

年度と平成 29 年度の差 ▲104 億円）。 

しかしながら、旧議員年金への負担金を除いた議会費は、約 380 億円の減と

なっており、その多くを占める議員報酬手当は大幅に減少している。 

また、市町村議会議員数は「平成の大合併」が一段落した平成 19 年度以降も

減少しており、合併後も、市町村においては引き続き行政改革を行い、市町村

の財政負担等は軽減している。 

 

議会費・議員報酬等の推移（市町村） （未定稿） 

市町村 議会費 

      
旧議員年金を除

いた議会費 

（議会費-(b)） 

議員数 (a) 

議員報酬手当 

(b) 

旧議員年金 

への負担金 

(c) 

その他議会費 

平成 19 年度 3,539 億円 2,204 億円 248 億円 1,086 億円 3,290 億円 35,819 人 

平成 23 年度 4,170 億円 1,971 億円 1,245 億円 953 億円 2,924 億円 32,686 人 

平成 24 年度 3,713 億円 1,944 億円 794 億円 974 億円 2,918 億円 31,988 人 

平成 25 年度 3,580 億円 1,901 億円 708 億円 971 億円 2,871 億円 31,622 人 

平成 26 年度 3,613 億円 1,905 億円 712 億円 995 億円 2,901 億円 31,165 人 

平成 27 年度 3,724 億円 1,884 億円 843 億円 997 億円 2,881 億円 30,522 人 

平成 28 年度 3,459 億円 1,897 億円 546 億円 1,016 億円 2,913 億円 30,434 人 

平成 29 年度 3,435 億円 1,893 億円 522 億円 1,020 億円 2,913 億円 30,261 人 

平成 19 年度と 

平成 29 年度の差 
▲104億円 ▲311 億円 274 億円 ▲66 億円 ▲377 億円 ▲5,558 人 

(注 1)「平成の大合併」が一段落した平成 19 年度と、地方議会議員年金制度が廃止となった平成 23 年度以降の状況を比較 

(注 2)「議会費」及び「議員報酬手当」は、総務省の「市町村別決算状況調」に基づく 

(注 3)「旧議員年金への負担金」は、総務省の「地方公務員共済組合等事業年報」に基づく 
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合併市町村への影響 
 
市町村合併の進展により、合併市町村の平均人口は 26,392 人から 90,510 人

へ約３．４倍、平均面積は、142.41 ㎢から 358.32 ㎢へ約３．６倍となった。 

一方、議員定数は、合併前に比べ、約 65％減になっている。 
 

 

 

 

市議会の新しい取組み 

平成 30 年度市議会の活動に関する実態調査(調査対象 29 年 1 月 1 日～12 月

31 日中)では、全市議会の 60.8％に当たる 495 市議会で議会基本条例が制定さ

れている。平成 24 年の地方自治法改正により法定化された公聴会や参考人制度

について、議会基本条例に規定している市議会も多い。 

また、住民ニーズを把握し、議会の審議に反映させるため、市民や各種団体

等との意見交換会、懇談会、議会報告会など、多様な住民参加の場をつくる市

議会も増えている(議会報告会の割合 平成 30 年度調査 53.7％)。 

さらに、議会活動に対する住民理解の促進や議会活動における住民意見を反

映させるため、議会モニター制度や住民アンケート調査、大学との協定締結な

どを試みる市議会も、現状ではまだ少数であるものの、徐々に増えている。 

議会のＩＣＴ化を推進し、議会運営の効率化などに資するため、議会独自の
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フェイスブックやツイッターによる情報発信や本会議場におけるタブレット端

末の導入等に取組む市議会の数も伸びつつある。 

 

 

市議会の新しい取組み状況 
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投票率等の状況（統一地方選挙時） 

統一地方選挙における投票率の状況であるが、市区議会議員選挙においては、

平成 11 年以降、減少傾向にある。平成 31 年は 44.45％となり、平成 23 年から

3回連続で 5割を下回っている。 

また、市区議会議員における無投票当選人の割合は、平成 27 年以降続けて 3％

前後となっている（平成 31 年 2.5％）。平成 23 年以前に比べ、若干高止まりし

ている。 

 

投票率の状況（統一地方選挙） 

    「地方選挙結果調」（平成 11、15、19、23、27 年（総務省自治行政局選挙部調べ）） 

平成 31 年における都道府県議、町村議の値は、共同通信記事より 

平成 31 年における市区議、指定市議、市議、区議の値は、総務省回答より 

 
1  投票率の状況 

 （割合：％） 

 
2  無投票当選人の状況 

（割合：％） 

 

区分 
平成

11 年 

平成 

15 年 

平成 

19 年 

平成 

23 年 

平成 

27 年 

平成 

31 年 

都道府県議 56.70 52.48 52.25 48.15 45.05 44.02 

 

市区議 57.02 52.94 53.37 48.93 46.46 44.45 

指定市議 50.69 47.70 48.92 47.59 44.28 43.28 

市議 60.76 56.74 57.44 50.82 48.62 45.57 

区議 47.36 43.23 44.51 43.23 42.81 42.63 

町村議 82.05 77.76 71.49 66.57 64.34 59.70 

区分 
平成
11 年 

平成 
15 年 

平成 
19 年 

平成 
23 年 

平成 
27 年 

平成 
31 年 

都道府県議 16.8 19.5 16.4 17.6 21.9 26.9 

市区議 0.4 2.6 1.7 1.3  3.0 2.5 

町村議 11.8 23.4 13.2 20.2 21.8 23.3 
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市議会議長及び市議会議員の報酬月額 

全国市議会議長会の「市議会議員報酬に関する調査結果」によると、平成 30

年 12 月 31 日調査時の全国 815 市区議会における議長と議員の報酬月額の全国

平均は、それぞれ 517,100 円（議長）、421,800 円（議員）となっており、議長

については前年度同額、議員は 200 円増とわずかに増えている。 

また、人口段階別の平均報酬月額を見ると、人口 30～40 万人未満及び 40～50

万人未満（東京都特別区を除く）のほか、特別区等で議長、議員の報酬増加が

見られるとともに、人口 4 万人未満の区分においても、議長、議員の報酬につ

いて前年度同額又は増加が見られる。 
 

 

議長・議員報酬人口段階別平均（平成 30 年 12 月 31 日現在） 
 

 
 
※全国市議会議長会調べ 

※平均報酬月額は、10 円単位四捨五入 

△は前年に比べ増加     ▼は前年に比べ減少    ―は前年度と同額 を示している。 
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市議会議長及び市議会議員の報酬月額の推移 

平成 21 年から平成 30 年までの市議会議長及び市議会議員における報酬月額

の推移をみると、市議会議長、市議会議員ともに、平成 21 年から 25 年まで報

酬月額が減少しているが、平成 26 年以降は増加傾向にある。しかし、平成 30

年は市議会議長は前年同額となり、市議会議員は 200 円の微増となっている。 

 

 

 

※各年ともに 12 月 31 日現在における額である 

※全国市議会議長会調べ 
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市議会議員の年齢構成及び在職年数 

全国市議会議長会の調べ（平成 30 年 8 月集計）によると、市議会議員の年齢

構成では、男女合わせて割合が高い年代は「60～70 歳未満」の 40.3％。続いて

「50～60 歳未満」の 24.1％となっている。 

男女合わせての平均年齢は、59.6 歳となり、平成 21 年の調査開始以降、最も

高くなっている（男性の平均 59.8 歳、女性の平均 58.1 歳）。 

また、市議会議員の在職年数において、男女合わせて割合が高い年数は「10

～20 年未満」の 38.6％、続いて「5年未満（27.5％）」、「5～10 年未満（23.6％）」

が続いている。 

 

市議会議員の年齢構成、平均年齢の推移、議員在職年数 

                   （平成 30 年 8 月集計） 
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60 歳未満と 60 歳以上の市議会議員の数と割合の推移 

平成 21 年から平成 30 年までの 60 歳未満と 60 歳以上の市議会議員の数と割

合の推移をみると、平成 21 年以降、統一地方選挙（平成 23 年、平成 27 年）の

際は、逆傾向の動きはあるが、基本的には 60 歳以上の割合は増加し、60 歳未満

の割合は減少している。 
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市議会における女性議員の数と割合の推移 

平成 21 年から平成 30 年までの市議会議員における女性議員の数と割合の推

移をみると、女性議員数は、平成 22 年から平成 25 年にかけて減少傾向であっ

たが、平成 26 年以降は増加している。 

一方で、市議会議員全体に占める女性議員の割合は、一貫して増加している。 
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市議会議員の職業構成 

市議会議員の職業は、議員専業（43.9％）が最も多く、続いて農業・林業

（12.0％）、その他（11.0％）、卸売・小売業（6.0％）、以下、サービス業（4.7％）、

建設業（4.1％）と続いている。 

 

 

           市議会議員の兼業の状況（平成 30 年 8 月集計） 

 

※全国市議会議長会調べ 

 ※不明には、各市議会事務局で兼業している職業を把握していない場合や議員専業か兼業か自

体を把握していない場合などが含まれる。 
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市議会議員の専業状況の推移 

平成 20 年以降、市議会議員の専業率は毎年上がっており、平成 30 年では、

43.9％に上る（平成 30 年の女性専業率 68.1％、男性専業率 39.6％）。 

 

市議会議員の専業状況 

 
 

 

 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

議員数 21,527 人 21,201 人 20,388 人 20,234 人 19,966 人 

専 業 6,803 人 6,779 人 6,897 人 6,852 人 7,273 人 

合計割合 31.6％ 32.0％ 33.8％ 33.9％ 36.4％ 

 

 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

議員数 19,709 人 19,370 人 19,284 人 19,172 人 19,022 人 

専 業 7,513 人 7,853 人 8,157 人 8,275 人 8,349 人 

合計割合 38.1％ 40.5％ 42.3％ 43.2％ 43.9％ 
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（参考） 
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(参考) 市議会改革の取組み状況 

地方議会の魅力と権能を強化する方策に関する調査結果（抜粋） 

（全国市議会議長会 平成 30 年 11 月 26 日 第 17 回国と地方の協議の場等に関する特別委員会） 
 

（１）より市民に身近な議会となるために 

「議会のあり方研究会」提言

（平成 27年 6月）事項 

①提言事項に関する市議会

の取組状況（先進事例など） 

②課題等 

○ 議会のＩＣＴ化を推進

し、議会活動に対する住民理

解の促進、また、議会活動に

おける住民意見を反映させ

る仕組みの構築を図ること。 

○ 「ＡＩ技術を活用した会

議録等の自動音声翻訳に関

する調査研究」 

○ 「スマートフォンやタブ

レット端末からの視聴を可

能とする議会中継のマルチ

デバイス化」 

○「テレビ会議による視察を

実施」等 

○ 「ＩＣＴ化についての導

入経費やＩＣＴに携わる議

会事務局職員の人員配置等

が課題である」 

○ 「インターネット議会中

継視聴者数の増加が課題で

ある」 

○ 「発信に留まっているＩ

ＣＴ化やＳＮＳと住民との

間にどのように双方向性を

持たせるか」 

○ 「スマートフォンなど情

報通信技術の進歩に伴い、傍

聴者の行為（撮影、録音、Ｓ

ＮＳへの投稿等）に規制を設

けるべきか」等 

○ 住民のニーズを把握し、

議会の審議に反映させるた

め、公聴会・参考人制度等を

積極的に活用するなど多様

な住民参画の場の整備を図

ること。 

○ 各市とも「市民や各種団

体等との意見交換会、懇談

会、議会報告会」等、多様な

住民参画の場を持っている。 

○ 平成２４年の地方自治

法改正により法定化された

「公聴会、参考人制度につい

ても、議会基本条例に規定し

ている」 

○ 「市内各種団体との意見

交換会を所管の常任委員会

ごとで積極的に開催し、市民

意見の聴取に努める」 

○ 「委員会における所管事

務調査での各種報告の公表

等により、市民の目に触れ

る」 

○ 「議員による政策条例提

案の際、パブリックコメント

を実施」等 

○ 「公聴会開催等の手続き

に時間がかかるなど、活用し

にくいため、公聴会・参考人

制度の選定手続きをどのよ

うに簡略化していくか」 

○ 「議会報告会や意見交換

会等における多様な意見を

議会として政策提言等に反

映させていく方法の検討が

課題である」 

○ 「現状では、若者や子育

て世代、女性層の声を拾い上

げていない」等 

○ より市民に身近な議会

を目指して、議会活動につい

てのわかりやすい説明や運

営のあり方を検討すること。 

○ 「市内高校生との意見交

換会」「親子で参加する子ど

も議会教室」 

○ 「定例会終了後の正副議

○ 「議会や委員会等を活性

化させるため、幅広い層の意

見聴取は大切。今後は、議会

や委員会、議員政策研究会等
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長による記者会見」 

○ 「傍聴人受付簿の廃止」

等 

の場においても、参考人制度

や公聴会制度を活用する検

討が必要」 

○ 「高校生に対する教育と

して、高校生議会や大学ゼミ

生による議会モニターの実

践に続き、地元高校生による

議会モニターも視野に入れ

て、議員のなり手不足に早急

な対応を図ることが課題で

ある」等 

 

（２）議会の監視・評価及び政策形成機能をさらに充実するために 

「議会のあり方研究会」提言

（平成 27年 6月）事項 

①提言事項に関する市議会

の取組状況（先進事例など） 

②課題等 

○ 決算審査を充実させる

とともに、その結果を市政に

反映させる仕組みの構築を

図ること。 

○ 「決算等審査特別委員会

における分科会の設置によ

る専門性の確保」 

○ 「決算審査の専門性を図

っている」「予算・決算を連

動させている」等 

○ 「企業会計については、

経営的な監査が必要である

と認識していることから、行

政監査だけでなく、議会とし

て専門的知見を活用し、企業

会計の決算書を経営判断し

てもらい、議長に報告後、全

議員に共有するなど、決算審

査の質の向上を図る必要が

あるのではないか」等 

○ 議会が合議体としての

特性を活かし、真に住民に役

立つ施策を取り組むため、積

極的に政策形成を行う仕組

みを整備すること。 

○ 「政策立案機能を充実

し、法務能力を向上するた

め、大学とのパートナーシッ

プ協定の締結や外部有識者

の積極的な活用だけでなく、

議会報告会での住民意見を

もとに全議員で政策討論会

を行い、市長へ政策提言して

いる」 

○ 「市議会における政策形

成サイクル（①市民との意見

交換会【問題発見】→②広報

公聴委員会【課題設定】→③

政策討論会・各分科会（＝各

常任委員会）【問題分析と政

策立案等】→④執行部におけ

る政策執行→⑤予算審査・決

算審査【政策評価】）を実施

している」 

 

○ 「議会の機能を十分発揮

するため、委員会審査におい

○ 「議会が、政策提案（立

法）及び政策提言を担う組織

体制にどのように取り組む

かが課題である（現在は、政

策形成活動を予算・決算に反

映させるための体制として、

予算・決算常任委員会が組織

されておらず、政策形成に当

たっての意見の相違等によ

る議員間の協力体制の欠如

や合意形成の困難等がみら

れる）」等 
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て、議員間の自由討議を実施

可能とする」 

○ 「議会ミッションロード

マップの制定及び実行、隣接

する二つの都市との議会相

互の連携を開始」 

○ 「大規模災害の発生時に

即応した対応が取れるよう、

市議会における災害発生時

対応要領を制定」等 

○ 議会の監視・評価及び政

策形成機能を支援する議会

事務局の強化、外部有識者の

積極活用を図ること。 

○ 「弁護士資格を有する人

材や再任用職員を任期付職

員として配置している」 

○ 「法務担当の職員を増員

している」等 

○ 「議会事務局職員の任免

権は議長にあるが、現実には

市長が握っており、ほとんど

権限が発揮できていない」 

○ 「外部有識者を積極的に

活用するにしても、近隣市町

を含め人材がおらず、苦慮し

ているため、人材の発掘が必

要である」等 
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（３）議会改革をより一層推進するために 

「議会のあり方研究会」提言

（平成 27年 6月）事項 

①提言事項に関する市議会

の取組状況（先進事例など） 

②課題等 

○ 議会活動の方針などの

議会のあり方を明確にする

ため、議会基本条例等を制定

し、その検証を行うなど不断

に議会活動の充実を図るこ

と。 

○ 「議会基本条例を制定

し、同基本条例に基づく議会

改革特別委員会等の場にお

いて検証を行っている」 

○ 「議員の定数と報酬に関

する議員間討議を公開で実

施」 

○ 「より緊張感を持った議

会運営を目指し、本会議の一

般質問において、慣例的に行

われていた執行部との聞き

取り調整を試行的に取り止

め」等 

○ 「議会基本条例等の評価

及び検証に当たって、学識経

験者だけでなく、市民の視点

を加えることを検討する必

要がある」 

○ 「毎年公表されている議

会改革度ランキングの結果

を励みにして改革に取り組

んでいる」等 

○ 議会改革を一層推進す

るため、議長の任期の長期化

を図るなど、そのリーダーシ

ップを強化すること。 

○ 「議会における検討の結

果、議長任期の長期化を図

り、議長の求心力や強いリー

ダーシップが発揮できる体

制をつくった」 

○ 「議長選挙において、立

候補者による所信表明や質

疑応答を行っており、所信表

明の内容や各会派からの意

見を会派代表者会議でとり

まとめ、改革の方針として確

認するなど、議会改革の一層

の推進につながっている」等 

○ 「議長の任期の長期化

は、住民から評価を受けてい

る」 

○ 「正副議長選挙における

所信表明会を、傍聴やインタ

ーネット中継により公開し

ており、市民から好評を得て

いる」等 

○ 今後、議会がその果たす

べく役割を担うため、議員研

修等の充実等、研鑽機会の拡

充など議員の資質向上に努

めること。 

○ 「防災ボランティアコー

ディネーター養成講座、認知

症サポーター養成講座、普通

救命講習会等の各種講座・講

習会の開催や周辺自治体と

の合同研修会」等 

○ 「議員研修を充実させる

ための議員研修実施要綱等

の体制整備が必要である」 

○ 「議員勉強会の一部を市

民が参加できる仕組みにし

ており、市民からは好評であ

る」等 

 

（４）その他 

○ 「東日本大震災を機につながりができた他市議会との友好交流締結による議会同士の

交流の強化」 

 

 

 


